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事業承継の最新課題 
～相続法改正の影響、中規模Ｍ＆Ａの留意点を踏まえて～  

講師 柴原
し ば は ら

 多
まさる

 氏 
西 村 あ さ ひ 法 律 事 務 所  

パ ー ト ナ ー  弁 護 士 

日時 ２０１９年 7 月５日（金）午後１時３０分～午後４時３０分  
周知の通り、デフレ経済・経済のグローバル化といった経済環境の変化に加え、少子高齢化の進

む日本においては、事業を如何にして次世代に承継するかは重要な課題ですし、この点の失敗が非
正規従業員の増加につながっているとも指摘されています。 
他方、当該承継が円滑に進まず、紛争等に至るケースは、中小企業のみならず、大企業でも少な

くなく、結果として家庭内マグマが法廷闘争等に至ることもあります。そのような結果は、長年に
亘り築いてきた企業の信用や企業価値に甚大な影響を与えかねません。 
しかしながら、そのような事態を回避するには日々の事業運営に加え、実務的知識に裏付けされ

た対応が必要となります。 
そこで、本セミナーでは、①事業承継のチェックポイントについて過去の事例(判例及び判例以外

の事例)②近時の法改正(相続法上の重要な改正点を含む)及び③近時増加している外部への事業承
継、つまり中小企業のＭ＆Ａを行う際の留意点を踏まえて検討すると共に、紛争に至った場合の解
決手法について解説を行います。 

１．事業承継のチェックポイント  
  （１）事業の将来性  

    （２）事業が好調な会社の注意点  
     （３）後継者の適性を誤ったケース 
   （４）事業承継が進まない理由(経営者の老後問題・お悩み解決等の重要性) 
   （５）地方中小企業と労務問題(益々困難性を帯びる労務問題)  

２. 事業承継の主な手法と問題点 -家庭内紛争の回避- 
    （１）遺言等を活用する手法(相続法改正との関係)  
     （２）種類株式・民事信託等を活用するケース(民法以外の法律と問題点)  
    （３）Ｍ＆Ａ等を活用するケース  
    （４）家族憲章(家庭内紛争を解決する事前のルール)について 

３．事業承継におけるＭ＆Ａ増加の背景と留意点  
   （１）Ｍ＆Ａの手法  

    （２）中小企業のＭ＆Ａにおける典型的な問題点(経営者の悩みに即した進め方)  

４．財務困窮企業(事業再生会社)の事業承継  
        近時の法改正における留意点  

５．ケーススタディ(例)-家庭内紛争の解決- 
    （１）親族間での共有物分割請求 
    （２）親族からの株式買取請求 

  （３）経営陣による会社分割等の是正 
     （４）親族間での求償権をめぐる紛争 
     （５）オーナー株式に対する担保権実行 

【講師紹介】 
1996 年、慶應義塾大学法学部卒業。1999 年に弁護士登録(東京弁護士会)。 
M&A 案件、訴訟案件(事業承継案件を含む)、事業再生案件等を担当。M&A 案件は大型案件から中小企業案件・事業承継案件等
の分野にも対応。また訴訟案件も、事業会社の損害賠償案件からファイナンス関係訴訟まで広く関与。  
論文：｢事業承継を考える際には、後継者及び従業員への配慮も大事｣(日経 MOOK｢よくわかる事業承継&経営者の相続｣)、｢事業
承継と家族憲章｣(｢法と経済のジャーナル Asahi Judiciary｣)、｢相続法改正の方法及び実務上の留意点｣(｢法と経済のジャーナル 
Asahi Judiciary｣)。                                              ※録音･ビデオ撮影はご遠慮下さい。 
  

■主催  経 営 調 査 研 究 会  

  ■後援  金 融 財 務 研 究 会                    
     h t t p s : / / w w w. k i n y u . c o . j p  

Facebook：https://www.facebook.com/keichoken  
Twitter：https://twitter.com/#!/keichoken  
Blog：https://kinyu.co.jp/blog/ 

 



 ２０１９年７月５日（金） 
１３：３０ ～１６：３０  
 

茅場町･グリンヒルビル  

金融財務研究会本社 セミナールーム 
東京都中央区日本橋茅場町 1-10-8 
TEL 03-5651-2030 
地下鉄東西線・日比谷線  茅場町駅  

６番出口より徒歩１分   

（開場は開演の３０分前です。）      
 
１名につき３４ ,５００円  

（消費税、参考資料を含む）  

１社２名以上同時に参加お申込みいた  

だいた場合、お２人目から１名につき２９ ,０００円。追加申込みの場合

はその旨ご記入下さい。   
経営調査研究会  ホームページ https://www.kinyu.co.jp/ 
〒103-0025 東京都中央区日本橋茅場町 1-10-8 グリンヒルビル  

TEL 03-5651-2033  FAX 03-5695-8005 
 
ファックス又は郵便にて参加申込書をお送り下さい。上記ホームページの申込欄か
らもお申込いただけます。折り返し、受講証と請求書を郵送致します。参加費は下
記の普通預金口座に開催日前日までにお振込み下さい。（但し経理の都合等で間に
合わない場合は、ご連絡いただければお待ちいたします。）参加費の払戻しは致し
ませんので申し込まれた方がご都合の悪い時は代理の方がご出席下さい。又当日ご
参加になれなかった場合、当社および金融財務研究会主催の他のセミナーに無料で
ご出席いただけます。 (但し新しいセミナーの参加費との差額が 2,000 円以上の時
は差額をお支払いいただきます。また、振替は 1 年以内にお願いいたします。 )  

ご記入いただきました個人情報は、当社および関係会社の受講者名簿の整備や今後開催される  

セミナーのご案内等に使用します。  

普通預金 口座名  (株)経営調査研究会  
 
三菱 UFJ 銀行 八重洲通支店 0602180 三井住友銀行 東京中央支店 3207281 

みずほ銀行  京橋支店  1813877 三菱 UFJ 信託銀行 日本橋支店  1979947 

      
 

 
切らずにこのままお送り下さい  

  
 
 
事業承継の最新課題 
  ７／５ 

 
◆参加申込書◆ 

FAX 03-5695-8005 
 
 
２０１９年   月     日  

ご連絡・講師へのご質問等ご記入下さい   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*ｾﾐﾅｰｺｰﾄﾞ 1225（Law-k191225）                     

会 社 名 

TEL 
FAX 

 
E-Mail 

所 在 地 
〒 

参加者ご氏名  部課名  

〃  〃  

〃  〃  

〃  〃  

書類送付先 

(同上の場合記入不要)    

ご担当者                  部課名 

TEL                    FAX                                    

お申込の翌日には「受講証・請求書」を発送しておりますが、お手元に届かない場合は、弊社までご連絡下さい。 

開 催 日 

会 場 

参 加 費 

申 込 先 

申込方法 

振込口座 

 


